
項 目 取 組 内 容
○制度の周知と啓発
・育児に関する情報提供 ○制度の周知

・様々な機会で、子育て支援制度を周知啓発。
○休暇・休業
・年次休暇の取得促進 ○管理職等による、所属教職員への年次休暇の取得促進の働きかけを実施。

・育児休業の取得促進 ○育児休業（３歳まで）
・配偶者の就業等にかかわらず、取得可能に（H22年度）
・子の出生の日から８週間以内に取得した職員は、再取得が可能に（H22年度）
○事務職員の補充
・育児休業に入る職員の補充は、可能な限り正職員で実施。
○教員の補充
・適切な講師を配置できるよう、教員免許保有者をデータベース化し、臨時採用や
代替教員の採用に活用。

・育児休業からの復帰支援 ○復職時研修の実施
・育児休業者職務復帰支援研修（事務職員）
・育児休業からの復帰支援のための研修会（教員）

・特別休暇の拡充・拡大 ○子どもの看護のための休暇
・年５日(2人以上の場合10日)の取得可能。
小学生の子どもまでの、看護や予防接種等の付き添いのための休暇。
・子が２人以上の場合は、年10日まで取得可能に（H22年度）

○妊娠障害（つわり）の休暇
・年７日の取得可能。
○不妊治療を受ける場合の休暇
・年６日の取得可能。年６日を超える場合は、病気休暇として取得できる。

○多様な働き方
・多様な働き方の選択 ○育児等退職者復職採用選考申出制度

・育児等のため退職した職員が一定期間内に復職を希望した場合の採用選考制度。
○早出遅出勤務制度
・早出・遅出により勤務時間を柔軟に設定（８パターン）できる制度。
小学校就学前の子どもを養育する教職員や学童保育に預けた小学生の子どもを
迎えに行く教職員が対象。
・配偶者の就業等にかかわらず、取得可能に（H22年度）

○部分休業制度
・勤務時間の始め及び終わりにおいて、２時間まで休業することができる制度。
小学校就学前の子どもを養育する教職員が対象。
・配偶者の就業等にかかわらず、取得可能に（H22年度）

○育児短時間勤務制度
・一定の勤務パターンでの短時間勤務（通常勤務の１／２程度）ができるとする制度。
小学校就学前の子どもがある教職員が対象。
・配偶者の就業等にかかわらず、取得可能に（H22年度）

○短期介護休暇（H22年度新設）
・年5日（要介護者が２人以上の場合年10日）の取得可能

○男性の働き方
・男性の育児参加のための
休暇取得促進

○配偶者の出産休暇
・２日の取得可能（配偶者の入院の日から出産後２週間までの期間）。
出産時の付添いや入院中の世話等のための休暇。

○男性の育児参加休暇
・５日の取得が可能（配偶者の産前産後各８週間の期間） 。
出産に係る子どもや小学校就学前の上の子どもの養育を行うための休暇。

○効率的な業務の推進
・業務遂行体制の抜本的な
見直し

○時間外勤務の制限
・一定時間内に時間外勤務を制限できる制度。
小学校就学前の子どもがある教職員が対象。
○早く家庭に帰る日（毎月８のつく日）の実施

○人事異動
・人事異動上の配慮 ○育児時期の教職員の人事についての意向尊重

・社会教育文化施設、ス
ポーツ施設、県立学校
の整備

○施設の整備
社会教育文化施設・スポーツ施設においては、ベビーベッド・授乳室・駐車場スペース
等の整備、県立学校においては駐車場スペースの整備を推進。

○地域活動への貢献
・地域における子育て
支援への参加

○ボランティア休暇の活用
・年５日の取得可能。
子育て支援に役立つ知識等を持つ者が地域の子育て活動に参加する場合に取得。

岐阜県教育委員会子育て支援行動計画 平成２２年度取組状況

○子育てに配慮した施設整備



女性の育児休業取得率 １００％ １００．０％ （７０／７０人） １００．０％ （ ６５／ ６５人）

配偶者の出産の場合の特別休暇取得率 １００％ ５８．２％ （７１／１２２人） ５１．１％ （ ６７／１３１人）

育児参加の特別休暇取得率 １００％ ２１．３％ （ ２６／１２２人） １７．６％ （ ２３／１３１人）

男性の育児休業取得率 １０％ ０．９％ （ １／１１３人） １．７％ （ ２／１１９人）

（参考） 取組内容の取得者、利用者数実績

平成２１年度実績 平成２２年度実績

０人 ０人

２５９人 ２６０人

１０人 ７人

１４人 １４人

０人 １人

２２人 ２３人

６人 ８人

０人 ０人

子の看護休暇

岐阜県教育委員会子育て支援行動計画 目標に対する実績

取 組 内 容

数 値 目 標 平成２１年度実績 平成２２年度実績

育児休業者の自宅等からの庁内LAN接続

育児等退職者復職採用選考申出制度

部分休業制度

育児短時間勤務制度

妊娠障害（つわり）休暇

早出遅出勤務制度

不妊治療を受ける場合の休暇


